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令和 8 年度　当初予算　新規 ・ 重点事業 令和 8 年度　当初予算　新規 ・ 重点事業

令和 8 年度　主な新規・重点事業紹介令和 8 年度　主な新規・重点事業紹介
　「若い世代が真岡に住み、働き、子育てしたいと実感できる魅力あるまちづくり
を実現するための予算」として、特に、子育て、教育、市街地整備等について新規・
重点事業を盛り込んだ予算となっています。令和8年度予算および主要事業の詳細
については、市ホームページをご覧ください。（問・財政課財政係℡83-8104）

市 HP　予算
ID 15713

より快適な学校へ

学校体育館空調設備整備事業　　　　　　　      

7 億 5,073 万円

小中学校体育館の空調設備導入に向
けて、中学校９校と真岡小学校の体
育館空調設備工事を実施するととも
に、小学校の体育館空調設備実施設
計業務を実施します。（学校管理課）

脱炭素社会への支援

家庭向け脱炭素化支援事業費

補助金　　      　1,940 万円

各家庭の ZEH住宅・電気自動車・省
エネ家電購入に対する補助を実施し、
市域における二酸化炭素の削減を推進
するとともに、カーボンニュートラル
への取り組みを支援します。（環境課）

まちの活力アップ

プレミアム付き商品券発行支援
として、20％の付加価値分と販
売促進活動費および事務費の一
部を補助するほか、販売額を増
額して市民の消費を喚起し、商
店等の活性化を図ります。（商工
観光課）

プレミアム商品券発行支援事業　　　　　  

                      6,911 万円

見本

ＩＣＴ教育の推進

児童生徒用タブレット・電子

黒板の更新事業 

4億 8,280 万円

小中学校児童生徒用の学習用端末と電
子黒板を更新し、ICT教育を推進します。
（デジタル戦略課）

良好なまちづくり

中心市街地リノベーション　   

事業  （台町、 荒町 ・ 田町地区）            　　

　　　　　　   5億5,341万円

《台町》ときわ町通りの道路改良工事
を開始するとともに、官民連携によ
るにぎわい創出を図ります。（都市整
備課・都市計画課）
《荒町・田町》久町通りの生活環境の
向上を図るため、安全で快適な通行
空間の確保に向けた整備を進めます。
（都市整備課）

子育て支援の充実

全ての子どもの育ちを応援するため、
就労要件を問わず時間単位で柔軟に
利用できる新たな通園制度を実施し
ます。（保育課）

こども誰でも通園制度事業

728 万円

妊産婦支援の充実

　RS ウイルスワクチン定期

接種事業  　　  1,337 万円

妊婦への RSウイルスワクチンの定
期接種の実施により、新生児や乳児
の RSウイルスへの感染・重症化を
防ぎます。（健康増進課）

消防ポンプ車の更新 ・ 水利　

確保用簡易水槽の整備事業　        

　　　　　　　　   4,879 万円

消防団ポンプ車を普通自動車免許で
運転可能な 3.5 ｔ未満に更新します。
また、消防団が消火栓等の消防水利
がない場所でも消火活動を行うため
の簡易水槽を購入し、災害に強いま
ちづくりを進めます。（危機管理課）

防災体制の整備 ・ 強化

全 国 報 徳 サ ミ ッ ト 真 岡 市　

大会の開催　      700 万円

全国報徳サミット真岡市大会を開催
し、二宮尊徳の報徳思想に関する市
民の意識の醸成を図ります。（文化課）

いがしらリゾートの魅力向上

真 岡 い が し ら 温 泉 駐 車 場

再整備工事   3,898 万円

真岡いがしら温泉駐車場の再整備を
行い、利用者の利便性の向上といが
しらリゾートの活性化を目指します。
（プロジェクト推進課）

こどもの元気な成長

＼重点支援地方交付金活用事業／＼重点支援地方交付金活用事業／

＼重点支援地方交付金活用事業／＼重点支援地方交付金活用事業／

文化の振興 ・ 継承

いちご生産施設の支援

いちごスマート農業導入支援

事業　　　　　     450 万円

いちごハウス自動換気装置新設への
補助を拡充し、いちご生産における
ICT活用を推進します。（農政課）

市民協働のまちづくり

真岡まちづくりプロジェクト

協働事業　　    　　200 万円

一般社団法人との協働事業により、公
共空間を生かした市民主体のまちづ
くりに取り組みます。（プロジェクト
推進課）

小中学校給食費の無償化

事業     4億3,817万円

小中学校児童生徒の給食費を無償化
します。（学校給食センター）

第 1 子 副 食 費 助 成 事 業

　　　　　　　　 3,967万円

保育施設等を利用する 3～ 5歳児第 1
子分の副食費を補助し、物価高騰の影響を
受ける子育て世帯を支援します。（保育課）


